
論文　ＲＣ柱曲げ降伏以後の経験部材角と残留変形角との関係

城戸　将江 *1・江崎　文也 *2・小野　正行 *3・田中　睦 *4

要旨：既往の実験資料に基づいて，曲げ降伏が先行したRC柱の経験部材角とその部材角か

ら除荷したときの残留部材角との関係を分析した。分析した結果によれば，除荷後の残留変

形角は，かなりばらつきがあるが，経験部材角が 1～ 2%を超えると残留変形角が大きくな

る傾向があること，コンクリート強度が高いほど残留変形角が小さくなる傾向があること，

また，軸力比が大きくなると残留変形が大きくなる傾向があることなどがわかった。

キーワード：鉄筋コンクリート柱，曲げ破壊，経験部材角，残留変形角

1. 序

　RC建築物の耐震設計では，梁や柱の主筋の降

伏による曲げ降伏ヒンジの形成により地震エネ

ルギーを吸収させる方法が採用されている。そ

のため，強地震を受けたRC建築物は，震災後に

残留変形が生じ，崩壊は免れたが塑性変形によ

る建物の傾斜のため，再利用ができずに取り壊

しになるケースが多く見られる。このような問

題点を解決するため，著者らは，塑性変形後も

残留変形を小さくするRC構造の開発を目指し，

これらに関する RC柱の実験的研究を行ってい

る 1)。そこで，これらの研究を進めるにあたっ

て，既往の実験資料を用いて，曲げ降伏が先行

したRC柱について，ひび割れ発生から曲げ降伏

が生じた以後の塑性時における経験部材角から

除荷後の残留変形角がどの程度生じるかを検討

することにした。これらを定量的に把握するこ

とができれば，柱が曲げ降伏を起こしたRC建物

の震災後の残留変形の大きさにより，地震時の

応答変形をおよそ予測できるものと考えられ，

性能設計に関する貴重な資料にもなるものと考

えている。

　本論は，これらの資料を得るため，曲げ降伏

が先行した既往のRC柱の実験資料を用いて，経
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験制御変形角とそのときの除荷後の残留変形角

の関係を明らかにしようとするものである。

2. 実験資料

　実験資料は，以下の条件の下に収集した。

1)日本建築学会大会学術講演梗概集 1994年か

ら 2003年までの過去 10年分。

2)柱断面寸法（D:せい）が 200mm以上のもの。

3)荷重変形曲線の読み取りが可能なもの。

4)主筋比pgおよび帯筋比pwが現行の日本建築学

会規準 2)の下限値以上のもの。

　収集した実験資料の一覧を表－１に示す。表

にはD，pg，pwのほか，せん断スパン比M/(QD)

（M：柱に生じる最大曲げモーメント，Q：柱に

生じる最大せん断力），コンクリート圧縮強度

σBおよび軸力比σ0/σB（σ0：柱軸応力度[=N/(bD)，

N：柱軸方向力，b：柱断面幅]）を示した。

3. 実験変動因子

　収集したRC柱の断面形状，配筋および材料強

度などの変動因子の分析結果を ,図－１～図－

６に示す。一般的なRC建築物に使用されている

柱帯筋比の範囲に含まれる資料が多いが，被覆

鋼管により補強された柱の実験資料も含まれて
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図－５　柱のせん断スパン比

M/(QD)の度数分布

図－６　コンクリート強度 σB

の度数分布

図－４　柱軸力比 σ0/σBの

度数分布

図－３　柱帯筋比pw
*の度数

分布

図－２　柱主筋比 pgの

度数分布

図－１　柱断面形状 (D× B)

の度数分布

表－１　試験体一覧

pw
*は被覆鋼管による補強を帯筋比として換算したものを加えた数値である。

文献
番号 試験体名 D (mm) M /(QD ) p g (%) p w

*(%) σ B (MPa) σ o / σ B

1 150-8 250 1.5 3.71 0.98 173.0 0.33
2 No.1-1 300 1.5 1.91 0.95 28.4 0.15
2 No.1-2 300 1.5 1.91 1.43 28.4 0.15
3 No.1 360 1.2 1.83 1.11 48.7 0.16
4 RC1 350 2.0 2.81 0.60 48.8 0.45
5 No.6 300 2.0 1.69 0.21 30.7 0.20
6 FS36NC 800 1.5 1.27 0.30 43.6 0.20
7 C01L-NC0 250 2.0 1.36 0.85 35.8 0.20
8 RC0-0.1-F 300 2.0 2.65 0.75 29.3 0.10
8 RC0-0.3-F 300 2.0 2.65 0.75 29.3 0.30
9 φWeld 250 2.0 1.63 0.45 37.9 0.30
9 DWeld 250 2.0 1.63 0.51 37.9 0.30

10 No.1 350 2.2 2.81 0.76 92.7 0.40
11 23B-L30 400 1.5 2.15 1.56 27.4 0.30
11 45B-H30 400 1.5 2.87 2.55 55.4 0.30
11 60B-H45 400 1.5 2.87 3.21 56.7 0.45
12 No.1 360 1.5 2.65 2.85 33.1 0.60
12 No.2 360 1.5 2.65 3.20 33.8 0.60
12 No.3 360 1.5 2.65 3.68 33.6 0.60
12 No.4 360 1.5 2.65 3.20 34.7 0.60
13 UHRC07 300 2.0 3.10 3.99 101.4 0.29
13 UHRC09 300 2.0 3.10 3.12 74.8 0.31
14 PV06 400 1.8 3.17 0.71 68.4 0.13
15 F-75 500 1.5 1.43 0.75 23.8 0.20
15 H-75 250 1.5 1.43 0.75 23.6 0.20
16 C5W 450 2.0 2.29 0.63 36.6 0.25
16 C9W 450 2.0 2.29 0.27 40.2 0.15
17 C1W 450 2.0 1.70 0.63 27.7 0.15
17 C3W 450 2.0 1.70 0.36 24.1 0.15
18 No.1 350 1.5 1.95 0.90 67.0 0.15
19 60mm 250 1.8 2.54 0.80 25.6 0.10
20 135-3-0 250 2.0 1.60 0.45 32.0 0.30
21 No.1 350 2.0 1.95 1.08 59.5 0.30
22 H98M-33h' 250 1.5 5.11 3.84 48.8 0.33
23 MRC1 400 2.3 1.43 0.47 39.4 0.10
24 A4 300 2.5 1.77 0.79 46.2 0.35
25 RCC-NN-7 250 1.5 1.37 0.85 40.7 0.02
26 TC1 360 1.5 2.65 4.03 33.5 0.60
26 TC2 360 1.5 2.65 5.70 36.9 0.60
26 TC3 360 1.5 2.65 4.03 37.8 0.70
27 H-1.5 200 1.5 2.53 1.20 27.3 0.33
28 C308-3-5W-4 300 2.0 2.25 0.57 37.6 0.30
28 C308-3-11W-4 300 2.0 2.25 1.14 37.6 0.30
28 C308-6-11W-4 300 2.0 2.25 1.14 37.6 0.60
28 C608-3-5W-4 300 2.0 2.25 0.57 51.5 0.30
28 C608-3-11W-4 300 2.0 2.25 1.14 51.5 0.30
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文献
番号 試験体名 D (mm) M /(QD ) p g (%) p w

*(%) σ B (MPa) σ o /σ B

28 C608-6-11W-4 300 2.0 2.25 1.14 51.5 0.60
29 No.1 300 1.5 2.65 1.00 85.3 0.31
29 No.3 300 1.5 3.53 1.00 85.3 0.23
30 CN-1 350 1.4 1.95 1.16 58.6 0.30
31 CC96H-S3 250 1.5 5.51 6.08 46.7 0.33
31 CC96H-DS 250 1.5 5.51 6.08 47.3 0.33
32 H-1.5 200 1.5 2.45 1.28 27.3 0.33
32 HT-1.5 200 1.5 2.45 1.28 25.7 0.33
33 CM-1-RC-D 450 2.8 1.18 0.84 25.8 0.30
34 C6-1 330 2.0 2.92 0.73 65.0 0.30
35 C41M 450 2.2 1.96 0.95 35.8 0.25
35 C43M 450 2.2 1.96 0.95 35.8 0.10
36 UHRC01 300 1.5 2.65 1.60 103.8 0.30
37 600-1/3-2 300 2.7 3.94 1.07 63.2 0.33
37 600-1/2-2 300 2.7 3.94 1.07 63.2 0.50
37 900-2/9 300 2.7 3.94 1.22 63.2 0.11
37 900-1/3 300 2.7 3.94 1.22 63.2 0.33
38 M00 300 2.0 1.70 4.53 50.9 0.00
38 M04 300 2.0 1.70 4.53 48.4 0.40
39 C4A 265 2.1 2.89 0.69 116.5 0.30
40 No.3 400 2.5 1.49 0.32 21.9 0.18
41 RC-F1 400 2.5 1.79 0.59 40.8 0.10
42 B-1 400 2.0 1.49 0.40 25.3 0.20
43 No.1 400 2.0 1.43 0.94 26.1 0.23
44 CFA 316 2.5 2.03 1.08 37.9 0.50
44 CFB 316 2.5 2.03 1.08 37.9 0.50
45 UNIT1 400 2.5 3.14 0.54 59.8 0.30
45 UNIT2 400 2.5 3.32 0.54 59.8 0.30
45 UNIT3 400 2.5 3.51 0.54 59.8 0.30
45 UNIT5 400 2.5 3.32 0.54 71.6 0.60
45 UNIT6 400 2.5 3.51 0.54 71.6 0.60
46 H4 220 2.7 4.19 0.97 33.3 0.43
47 C-1B 276 1.1 3.99 0.71 58.5 0.15
47 C-1C 276 1.1 2.66 0.71 58.5 0.21
48 S-033 250 2.0 2.44 0.23 44.8 0.33
48 Mu-033 250 2.0 2.44 0.23 44.8 0.33
48 Mu-067 250 2.0 2.44 0.23 40.5 0.67
49 RCC-SN-1 250 1.5 1.37 0.85 24.2 0.22
50 No.1 380 2.5 2.38 0.57 66.6 0.57
51 R1A 600 2.0 1.72 0.30 20.7 0.14
52 NFC-NN-1 250 1.5 1.37 0.85 29.2 0.22
52 NFC-NN-2 250 1.5 2.37 1.28 28.0 0.22
52 RCC-NN1 250 1.5 1.37 0.85 26.0 0.22
52 RCC-NN-2 250 1.5 1.37 1.28 26.0 0.22
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いるので，帯筋比pwとしてかなり大きい資料が

ある。また，高層RC建築物を想定した柱の実験

に関する実験資料も含まれているので，軸力比

σ0/σBが大きいものや高強度コンクリートの資料

も 40%程度存在している。

4. 残留変形

　図－７に，水平力 Qと部材角 Rとの関係の模

式図を示す。実験では特定の制御変形で正負繰

返し水平力載荷実験を行っているので，図中に

示す各制御変位に相当する経験部材角R0とその

制御変位から除荷後の残留部材角Rrとの関係に

ついて検討した。分析に用いた R0と Rrの値は，

文献に示されている荷重変形関係図が正しく表

示されているものと仮定し，これらの図を拡大

して読み取った。

　図－８～図－10に，せん断スパン比M/(QD)，

コンクリート圧縮強度σBおよび軸力比σ0/σBをパ

ラメータとして，それぞれR0とRrとの関係を示

した。これらの図によれば，各パラメータの変

動にかかわらず，ほぼ同様の傾向である。図中

に示すRr(%)をR0(%)で表す回帰曲線を求めてみ

ると，式 (1)で表される。

　経験部材角が1～2%を超えると残留部材角が

増加する傾向がみられるが，これは，この程度

の変形を超えると鉄筋の一部はひずみ硬化域に

達するとともに，圧縮域のカバーコンクリート

の圧壊や剥落が生じる現象がみられ，その結果，

復元力の低下が生じて残留変形が大きくなるも

のと考えられる。図－８～図－10では残留変形

角Rrに及ぼす各パラメータの影響はよくわから

ないので，各パラメータが残留変形角Rrに及ぼ

す影響を詳細に検討するため，Rr/R0と各パラ

メータとの関係について検討した。図－11～図

－15は，Rr/R0と各パラメータとの関係を示した

ものである。図中には回帰直線を示した。これ

らによれば，経験部材角が 1%を超えない場合，

図－８　せん断スパン比M/(QD)で分類した経

験部材角 R0と残留部材角 Rrとの関係

図－９　コンクリート強度σBで分類した経験

部材角 R0と残留部材角 Rrとの関係

図－10　軸力比 σ0/σBで分類した経験部材角

　R0と残留部材角Rrとの関係

図－７　水平力 Qと部材角 Rとの

関係の模式図
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図－ 11　せん断スパン比M/(QD)

　　とRr/R0との関係

図－ 12　コンクリート強度 σB

                    と R r/R 0との関係

図－13　軸力比 σ0/σBと Rr/R0との関係

種々のパラメータの変化にかかわらず経験部材

角の15%程度の残留変形が生じている。しかし，

経験部材角が2%を超えると，残留変形は，いく

つかのパラメータに多少影響を受けているよう

である。各パラメータの影響について検討した

結果を以下に述べる。図－11によれば，せん断

スパン比M/(QD)による影響はほとんどないこ

とがわかった。1%～ 2%程度の部材角を経験す

ると，経験部材角の25%程度の残留変形角が，ま

た，2%を超える部材角を経験すると，その40%

程度の残留変形角が生じている。図－12によれ

ば，一般的に使用されている 30MPa程度以下の

コンクリート圧縮強度の範囲ではばらつきが大

きいが，高強度の範囲を含めた全体の傾向とし

ては，コンクリート強度が高くなると残留変形

が多少小さくなっている。これは，コンクリー

ト圧縮強度が高いと曲げ圧縮域での耐力劣化ま

での余裕が大きいためではないかと考えられる。

図－13によれば，軸応力度がコンクリート長期

許容圧縮応力度の上限値となる軸力比 1/3以下

図－14　主筋強度係数 pgσyg/σBと

Rr/R0との関係

図－15　帯筋強度係数pwσyw/σBと

Rr/R0との関係

では，軸力比の影響はほとんどないようである。

しかし，軸応力度が長期許容圧縮応力度の上限

値を超えるような軸力比になると，残留変形が

多少大きくなる傾向がある。軸力比が大きくな

ると曲げ降伏後の圧縮側コンクリートの損傷が

大きくなり，結果として復元力の低下が大きく

なることによるものと考えられる。図－14によ

れば，主筋強度pgσygのコンクリート圧縮強度σB

に対する比で示す主筋強度係数は，残留変形に

2 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 3
1 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 2
0 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 1
((((( 2 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 3 )))))
((((( 1 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 2 )))))
((((( 0 ＜＜＜＜＜ R 0 ≦≦≦≦≦ 1 )))))
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はあまり影響を与えていない。一方，帯筋強度

pwσywのσBに対する比で示す帯筋強度係数が大き

くなると，残留変形が多少小さくなる傾向があ

る。これは，帯筋の拘束効果によりコンクリー

トの損傷が押さえられ，その結果，復元力の低

下が少なくなったためではないかと思われる。

しかし，いずれのパラメータとも残留変形に及

ぼす影響はあまり大きくないので，経験部材角

がわかれば，その時のおおよその残留変形は，

式 (1)で予測できるものと思われる。

5. 結論

　RC柱の一定軸力下の正負繰返し水平力載荷実

験に関する既往の資料を用いて，曲げ降伏が先

行したRC柱の応答履歴曲線から，残留変形につ

いて分析した。その結果，以下のことがわかっ

た。

1)経験部材角が1～2%を超えると，残留変形が

増大する傾向がある。

2)経験部材角が 1%を超えなければ，種々のパ

ラメータの変化にかかわらずおおよそ経験部

材角の 15%程度の残留変形角が生じる。

3)せん断スパン比の残留変形に及ぼす影響は見

られなかった。

4)経験部材角が 1%を超えると，コンクリート

強度が高いほど残留変形が多少小さくなる傾

向がある。

5)経験部材角が 1%を超えると，軸力比が大き

いほど残留変形が多少大きくなる傾向がある。

6)経験部材角が 1%を超えると，帯筋強度係数

が大きいほど残留変形が多少小さくなる傾向

がある。

　今後は，これらの実験結果を予測できる残留

変形の算定モデルを検討する予定である。
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